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議題１） 大規模園芸団地１０＋（テンプラス）プロジェクトについて
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大規模園芸団地の計画的整備に向けた取組方針 

～ 大規模園芸団地１０
＋
（テンプラス）プロジェクトの達成に向けて～ 

        令和７年２月６日（木） 

 

１ 基本方針 

  農村人口が減少し、担い手も高齢化する中で、今後１０年、２０年先も農業を営み、農村地域を持続

的に発展させていくためには、収益性が高く、地域・産地をけん引する力強い担い手を育成・確保する

必要がある。 

  その一つとして、より効率的で競争力の高い営農モデルとなる大規模園芸団地について、農地確保か

ら生産・販売対策、広報による新たな担い手の呼び込みに至るまで、市町、農業関係団体、県が一体と

なって取り組み、県内各地に計画的に整備し、力強い担い手を呼び込むことで、農業の成長産業化と農

村地域の維持・発展を目指す。 

 

  ＜大規模園芸団地の定義＞ 

１か所に集積した団地、または複数の団地（１か所あたり１ヘクタール以上）の園芸品目※作付面積の 

合計が概ね１０ヘクタール以上であること 

※園芸品目：園芸産地づくり計画に位置付けられた品目 

 

２ 取組目標 

１）営農を開始した大規模園芸団地数（団地数／年度） 

Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ 合計 

１ １ １ １ ３ ３ １０ 

 

２）園芸団地化プラン策定数（プラン数／年度） 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 合計 

３ １０ ４ １７ 

   ＜園芸団地化プランとは＞ 

    １０年先を見越し推進する大規模園芸団地形成の取組内容を記載した全体計画で、市町ごとに策定 

 

３ 推進体制及び役割分担 

  地域の方針決定や具体的な取組検討および実行等を行う「市町農業成長産業化推進本部」と、県内共

通の課題解決策の検討や情報共有等を行う「県農業成長産業化推進本部」の体制のもと、大規模園芸団

地の計画的整備に向け、効果的な取組を推進する。 

 

１）市町農業成長産業化推進本部の役割 

ア 園芸団地化プランの策定及び取組の実施 

 地域の強みや産地拡大戦略を踏まえ、大規模園芸団地の重点推進地区や栽培品目、育成・確保す

るモデル経営体等を設定する「園芸団地化プラン」を策定するとともに、地区ごとに取組方針や具

体的な取組項目を設定し取り組むことで、着実なプランの実行につなげる。 

 

  イ 構成員の役割明確化と情報共有 

    農地確保、担い手とのマッチング、農地基盤整備方針策定、営農計画作成など取組項目ごとに関

係機関・団体の役割を明確化し、効果的な取組を推進するとともに、状況変化のあった場合に機動

的に対応するため、随時情報を共有する。 

 

 ２）県農業成長産業化推進本部の役割 

  ア 効果的な支援策の検討 

    地域の実情や状況変化、新たな課題等を把握し、対応策を講ずるほか、既存支援策の見直しも含

めて効果的な新たな支援策の検討を行い、取組を強化する。 

 

  イ 情報共有のルール化 

    拡大意向の経営体や集積・集約化が可能な農地等のうち、県域・広域での共有が重要な情報につ

いて、推進上、必要とする者が必要な時に必要な情報を得られるよう、窓口（情報管理責任所属）

やアクセス方法を定め運用管理するほか、整理する情報項目や様式の統一、情報更新ルール等を行

い、効果的に運用する。 

 

  ウ 優良事例の横展開 

    各市町や農業関係団体での独自の取組について、他機関の参考となりうる優良な事例を積極的に

収集・共有し、課題解決やさらなる産地拡大につなげる。 

 

４ 進捗管理 

 １）市町農業成長産業化推進本部 

重点地区の設定や農地確保、担い手とのマッチング、農地基盤整備計画の作成・調整、栽培管理技

術指導、販売対策など園芸団地化プランを達成するうえで重要となる取組目標を定め、取組状況の確

認や検証・改善を繰り返し行い、着実な実行につなげる。 

 

 ２）県農業成長産業化推進本部 

   市町ごとに作成した園芸団地化プランの取組状況を確認し、必要に応じて指導・助言を行うととも

に、新たに生じた課題等への対応など市町農業成長産業化推進本部の円滑な取組実施を支援する。 

 

５ 取組の情報発信・ＰＲ 

本プロジェクトの取組について、ホームページやＳＮＳなど様々な媒体を活用して広くＰＲし、県内

外の担い手や農業参入意向企業等の関心を誘い、新たな担い手の誘致につなげる。 

 

《大規模園芸団地１０＋（テンプラス）プロジェクトとは》 

 １）｢１０｣の目標を重ねる＋(プラス) ➣１０年間で１０ヘクタール以上の園芸団地を１０団地以上整備 

 ２）有益、相乗効果の＋(プラス)   ➣力強い担い手が育成確保され地域農業の持続的発展につながる 

                    関係機関・団体一体となった取組が相乗的に成果を上げる 

R6実績 R7目標
2 11

議題１
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大規模園芸団地１０＋（テンプラス）プロジェクトのスケジュール

R16
以降

R15R14R1３R1２R11R10R9R8R7R6～R5

※新たなマッチング等
によるプラン変更担 い 手

（意向調査、企業参入情報等）

園芸団地化プラン策定(市町ごとに1プラン)

基盤整備等事業実施

営農開始（目標10団地）

マッチング
農 地

（農地情報カルテ、推進地区等）

プロジェクトを通じて効率的で収益性の高い営農モデルを育成

 議題１

他地域・
他品目へ
取組拡大

取組中の
大規模園
芸団地
（R5末までに

取組を開始）

2プラン 11プラン 4プラン

1団地 1団地 1団地 1団地 3団地 3団地

新たな担い手を呼び
込む好循環の実現

≪大規模園芸団地１０+（テンプラス）プロジェクト≫

各市町に新たな大規模園芸団地を整備
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大規模園芸団地事例報告

事例１ 国 東 市
「企業参入を契機に日本最大級のオリーブ園の開園（安国寺地区）」
「基盤整備を契機とした参入企業による大規模なし栽培（重藤地区）」
～参入企業による農地の集積・集約化の事例 ＜オリーブ、なし＞～

事例２ 杵 築 市
「企業参入による複数キウイ団地の段階的拡大」
～参入企業による順次拡大の事例 ＜キウイ＞～

事例３ 津久見市
「荒廃園を活用した樹園地再生」
～荒廃園地再生による既存生産者の規模拡大の事例 ＜柑橘＞～

 議題１
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大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区

１ 大規模園芸団地の概要

①所 在 地 ：国東市国東町安国寺
②団地面積：38ha(基盤整備18ha)
③担 い 手 ：キュウセツAQUA（株）
④品 目 ：オリーブ
⑤営農開始：H28年10月
⑥雇 用 ：正社員7人、パート8人
⑦販 売 先 ：全て自社製品に活用

2 取組前の地区概要と課題

・国の常緑果樹農業研究所の跡地を
平成26年に国東市が取得

・広大な跡地利用が課題となっていた

３ 取組のきっかけ

・市が「農業団地構想」を計画し、企業参入
を募集

・参入企業に向けた基盤整備を県営で実施

【大規模園芸団地の図面】

「企業参入を契機に日本最大級のオリーブ園の開園（安国寺地区）」

集積タイプ

 議題１
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R7
年度

R6
年度

R5
年度

R4
年度

R3
年度

R2
年度

R1
年度

H30
年度

H29
年度

H28
年度

H27
年度

H26
年度

取組項目

担い手情報整理STEP1

農地情報整理STEP2

マッチング検討STEP3

担い手と農地のマッチングSTEP4

担い手と地区のマッチングSTEP5

地権者・現耕作者
合意形成

STEP6

基盤整備STEP7

機械・施設・
新植支援等

STEP8

営農開始STEP9

営農定着支援等STEP10

４ 取組の経緯と事業活用

５ 推進体制

［R1年～R6年］県営畑地帯総合整備事業（880百万円）

［R5年～R6年］おおいた園芸産地づくり整備事業（14百万円）

【基盤整備前】
企業参入に向けた連絡会議（平成３０年９月）
［メンバー］
国東市農政課
東部振興局農山漁村振興部、農林基盤部

今後の基盤整備に関する事業協議開始

【基盤整備実施中】
基盤整備にかかる定例会議（令和３年１１月設置）
［メンバー］
国東市農政課
東部振興局生産流通部、農林基盤部
施工業者
［運用］
１回/月を目安にきめ細やかな整備に向けた協議を実施

大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区
 議題１

6



６ 担い手と農地のマッチングについて

１） 担い手確保（STEP４）
H26年3月…市農業団地構想作成
H26年6月…未利用国有地財産払下げ取得（常緑果樹跡地）

２） 担い手と地区のマッチング（STEP５）
H27年２月…第一期（20ha） 常緑果樹跡地有効活用に向けたプロポーザルの開催
R1年9月……第二期（18ha） プロポーザルの開催

３） 地権者と現耕作者の合意形成（STEP６）
国有地払い下げのため該当なし

４） 課題（気づき）・提言

① 広大な土地を農業団地として利用するため、どういた品目を推進していくか等の将来構想を
事前に決めておくことが重要である。

② 担い手が決まる前には、地区の区長や地元役員、農業委員等の関係者も含めて
丁寧な説明が重要である。

③ 市有地の利用について、市の関係機関と十分に協議したうえで、農地として利用することの
合意形成を行うことが重要である。

大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区
 議題１
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７ 整備状況

整備後（R6年）

整備前（H30年）

大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区
 議題１
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８ 取組の効果と今後の展望（担い手の声）

キュウセツAQUA（株）
大野 貴博 さん

県や市のバックアップに感謝

●日本を代表するオリーブ産地として観光農園化
・オリーブを中心としたアグリツーリング
・地域食材を取り入れたガストロノミーツーリング

さらなる地域連携と地域貢献

平成２６年に始めた国東市でのオリーブ栽培の規模拡大に伴い、整備
事業を活用しました。事業後は、生産量のさらなる増加が見込まれ、国
東オリーブの産地力の強化が図れます。また、県内外から多くのお客さ
まにお越しいただけるような観光農園を目指し、今後も地域の発展に貢
献していきたいと考えております。

大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区
 議題１
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【大規模園芸団地の図面】

「基盤整備を契機とした参入企業による大規模なし栽培（重藤地区）」

１ 大規模園芸団地の概要

①所 在 地 ：国東市国東町重藤
②団地面積：23ha
③担 い 手 ：（株）ファーマインド
④品 目 ：梨18ha、かんしょ5ha
⑤営農開始：R10年1月
⑥雇 用 ：正社員10人、パート35人
⑦販 売 先 ：青果として自社製品に活用

2 取組前の地区概要と課題

・地区内の水田の担い手の高齢化が進
む中、耕作放棄地が散見

・基盤整備の要望が一定数あるが、基盤整
備後の地区内の担い手が不足

３ 取組のきっかけ

・市長のトップセールスと企業要望に伴い
水田畑地化の推進を契機に重藤地区で
の大規模園芸団地について検討を開始

集積タイプ

梨圃場

梨圃場

倉庫及び事務所

集積タイプ

大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区
 議題１
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R10年
度以降

R９
年度

R８
年度

R7
年度

R6年度

取組項目

３月２月１月１２月１１月１０月９月
6～８

月

担い手情報整理STEP1

農地情報整理STEP2

マッチング検討STEP3

担い手と農地のマッチングSTEP4

担い手と地区のマッチングSTEP5

地権者・現耕作者
合意形成

STEP6

基盤整備STEP7

機械・施設・
新植支援等

STEP8

営農開始STEP9

営農定着支援等STEP10

４ 取組の経緯と事業活用

５ 推進体制
ファーマインドの企業参入に向けた連絡会議（Ｒ６年６月設置）
［メンバー］
国東市農政課
大分県東部振興局農山漁村振興部、生産流通部、農林基盤部

［運用］
１回/月を目安にファーマインドの参入に向けた課題点や対応策を協議

［R7年～R11年］県営水田畑地化推進基盤整備事業（1,700百万円）

［R9年～R13年］おおいた園芸産地づくり支援事業（853百万円）

※一年間で集中的にマッチングを実施

大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区
 議題１
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６ 担い手と農地のマッチングについて

１） 担い手確保（STEP４）
R1年ごろ…参入希望企業への情報提供
R４年11月…市長が（株）ファーマインドの本社を訪問、参入に関する希望や条件等をヒアリング(トップセールス)

２） 担い手と地区のマッチング（STEP５）
R６年8月…県と市で地区の役員及び集落営農組織に参入の可能性について打診
R7年1月…市が参入希望企業の担当者に現地を案内
R7年1月…参入希望企業と地区役員に顔合わせ
R７年2月…県、市が地区説明会を開催、企業担当者も出席、参入に対する合意が得られた

３） 地権者と現耕作者の合意形成（STEP６）
R6年8月～2月…県と市で個別に地権者と耕作者の意向を確認するとともに、不在地主を探索

４） 課題（気づき）・提言

①地域の役員や集落営農法人役員との協議を重ねて理解を深め、地元全体へ説明した結果、地区合意が得られ
た。キーマンへの丁寧な説明や密な連絡が重要である。

②スピードを持った地権者の合意を得るため、連絡の取れない地権者には、個別で県外や県内の自宅訪問を
実施し、事業の必要性や内容説明を行った。短期間の中で、地権者交渉ができる体制づくりができるとよい。

③今後は基盤整備事業とともに、各種事業を計画的に進めていく予定であるが、ハードとソフト事業を並行して
進めていくため、失敗やアクシデントの事例やそれを未然に防ぐ方法等について事務局で情報共有できると
よい。

大規模園芸団地事例報告① 国東市 安国寺地区・重藤地区
 議題１
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１ 大規模園芸団地の概要
①所 在 地 ：杵築市大字溝井
②団地面積：総面積 7.6ha

栽培面積 4.3ha
③担 い 手 ： （株）ニューガイアアグリ
④品 目 ：キウイフルーツ（サンゴールド）
⑤営農開始：R7年4月
⑥目標産出額：92,421千円
⑦雇 用 ：５０名（予定）
（内訳：農業者４名、常時雇用３０名、臨時雇用16名）
⑧販 売 先 ：ゼスプリフレッシュ

プロデュースジャパン（株）

2 取組前の地区概要と課題
・後継者不足や高齢化、労働力不足により離農者
が相次ぎ、耕作放棄地が増加している

３ 取組のきっかけ
・R2に県からの参入希望企業の情報提供を契機
に西溝井地区での大規模園芸団地について検討
を開始

・ニューガイアは国東市（1.7ha）、日出町（4.7ha）、
杵築市熊野（2.1ha）と計画的に団地を拡大してきた

大規模園芸団地事例報告② 杵築市 西溝井地区

【大規模園芸団地の図面】

「企業参入による複数キウイ団地の段階的拡大」

令和７年度施工
２ブロック（17,200m2)

令和６年度施工
３ブロック（25,800m2）

産地拡大タイプ

 議題１
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４ 取組の経緯と事業活用

５ 推進体制

R8年度R7年度R6年度R5年度R4年度R3年度R2年度取組項目

担い手情報整理STEP1

農地情報整理STEP2

マッチング検討STEP3

担い手と農地のマッチングSTEP4

担い手と地区のマッチングSTEP5

地権者・現耕作者
合意形成

STEP6

基盤整備STEP７

機械・施設・新植支援等STEP８

営農開始STEP９

営農定着支援等STEP１０

［3年度～7年度］県営経営体育成基盤整備事業（319百万円）

［6年度～7年度］産地生産基盤パワーアップ事業・おおいた園芸産地づくり支援事業
果樹経営支援対策事業（115百万円）

事業工程会議
［メンバー］
県東部振興局、県日出水利耕地事務所、
市建設課、市農林水産課、担い手（生産者）
［運用］
随時、基盤整備及び園芸補助事業について協議

その他（地元説明会）
［メンバー］
県日出水利耕地事務所、市農林水産課、市土地改良区、生産者
［運用］
随時、基盤整備及び園芸補助事業について変更があった場合や地元
からの要望があった場合に開催

大規模園芸団地事例報告② 杵築市 西溝井地区
 議題１
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６ 担い手と農地のマッチングについて

１） 担い手確保（STEP4）
R１年７月・・・ （株）ニューガイアアグリより県東部振興局経由で参入打診
R１年７月～・・・県東部振興局・杵築市による参入に関する希望や条件等のヒアリング

２） 担い手と地区のマッチング（STEP５）
R２年４月・・・参入候補地を西溝井と年田に絞って協議
R２年４月～６月・・・参入候補地の土壌調査
R２年６月～・・・地元説明会（参入企業、事業内容等） ※随時
R３年１月・・・地元とほぼ同意
R３年３月・・・農業委員会、議会説明

３） 地権者と現耕作者の合意形成（STEP６）
R３年４月～・・・地権者調査、意向調査、説明会 ※随時

４） 課題（気づき）・提言

①地域をまとめるキーマン（区長等地区役員）と十分協議を重ねて理解を深めた結果、地区合意
が得られた。

②事業内容やスケジュールに変更があった場合はキーマンに随時報告を行うことが重要。
必要に応じて地元説明会を開催すること。

大規模園芸団地事例報告② 杵築市 西溝井地区
 議題１
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７ 整備状況

整備前（令和2年） 整備後（令和7年）

(株)ニューガイアアグリ キウイ団地 (株)ニューガイアアグリ キウイ団地

大規模園芸団地事例報告② 杵築市 西溝井地区
 議題１
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８ 取組の効果と今後の展望

●キウイフルーツの産地を目指して！

杵築市への波及効果
雇用創出

キウイフルーツの収穫期は、短期雇用ではある
が市内在住者を雇用見込み。

耕作放棄地解消
団地総面積の約3割は耕作放棄地であり、耕作
放棄地の解消に繋がっている。

経済活動
全量ゼスプリ出荷であるが、肥料・農薬・資材等
は地元購入である。
土地改良区加入。（石山ダム受益としては拡大）

杵築市へ参入の優良事例として期待したい！
ニューガイアアグリ㈱

整備地

石山ダム

水源は石山ダム
を活用

大規模園芸団地事例報告② 杵築市 西溝井地区
 議題１
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大規模園芸団地事例報告③ 津久見市 長目地区

１ 大規模園芸団地の概要

①所 在 地 ：津久見市大字長目
②団地面積：4.6ha
③担 い 手 ：若手生産者２名による新規法人
④品 目 ：露地柑橘（サンクイーン、温州）
⑤営農開始：R8（R7.4一部植栽）
⑥目標産出額：30,000千円（R16成園化）
⑦雇 用 ：今後予定
⑧販 売 先 ：ＪＡ

2 取組前の地区概要と課題
・傾斜地を利用した柑橘栽培が農業の中心
・陽を浴び、美味しい柑橘が生産できるもの

の、機械化が困難なこと等耕作条件は悪く
生産者の高齢化により、荒廃園が増加して
いる

３ 取組のきっかけ
・柑橘産業が無くなってしまう危機感から、

緩傾斜地を探索し、条件の良い園地整備を
計画

【大規模園芸団地の図面】

「荒廃園を活用した樹園地再生」

産地拡大タイプ

土地所有者 当初 ５９名
うち 未相続３０名

筆数 １７３筆
※今後の新規団地４haと
併せての大規模園芸団地

 議題１
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４ 取組の経緯と事業活用

５ 推進体制

R10年度R9年度R8年度R7年度R6年度R5年度R4年度R3年度R2年度R1年度取組項目

担い手情報整理STEP1

農地情報整理STEP2

マッチング検討STEP3

担い手と農地のマッチングSTEP4

担い手と地区のマッチングSTEP5

地権者・現耕作者
合意形成

STEP6

基盤整備STEP7

機械・施設・新植支援等STEP8

営農開始STEP9

営農定着支援等STEP10

県営津久見地区経営体育成基盤整備事業連絡会議
（R3年11月設置）
［メンバー］
大分県、中部振興局、土地連、ＪＡ、津久見市
［運用］
随時、基盤整備に向けた整備計画について、タス
ク管理表等を用いた進捗確認や整備内容等につい
て協議

新植：果樹経営支援事業（R7、R8）

畑地帯総合整備事業（R4採択、測量設計、R5～換地計画、整備工事等）

SS導入予定

大規模園芸団地事例報告③ 津久見市 長目地区
 議題１
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６ 担い手と農地のマッチングについて

１） 担い手確保（STEP４）
R1年………新規参入が見込めなかったため、課内協議により事業計画当初より市内若手生産者

２名に打診
R2年………２人とも農家のせがれであり、既存の管理園はあるが、条件が良く機械化ができる

園地なこともあり入植を決断

２） 担い手と地区のマッチング（STEP５）
R2年6月…地区での事業説明の際に入植予定の担い手について説明

整備計画地の殆どが荒廃園だったため、整備されることでもう一度農地として
土地を使うようになることから、耕作者の条件については、長く使ってもらいたい
こと程度であった

３） 地権者と現耕作者の合意形成（STEP６）
R2年6月…仮同意取得開始…所有者不明農地 2件
R4年６月…司法書士を財産管理人として家庭裁判所に申立て（財産管理人制度を活用）

うち１件は、家庭裁判所の調査により所在地等判明
R5年２月…残りの１件は、権限外行為申立後、不換地処分

４） 課題（気づき）・提言

①未相続の農地が多く対応に苦慮したが、嘱託職員１人が地道な確認作業と関係者へ丁寧な連絡
を行ったことで、スムーズに事業を進めることができた。

②相続関係を調査すると、土地があることや津久見のことを知らない人にたどりつくことがあり、
説明に苦慮した。相続が義務化されたことから今後はこのようなことが減ると思われる。

大規模園芸団地事例報告③ 津久見市 長目地区
 議題１
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７ 整備状況

整備前（R4年10月）

整備中（R7年2月）

R7年4月 サンクイーン 650本植栽済み
R8年2月 サンクイーン 860本植栽予定

温州（大津） 500本植栽予定

大規模園芸団地事例報告③ 津久見市 長目地区
 議題１
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８ 取組の効果と今後の展望

◎株式会社Blossom

代 表：西村 誠史

副代表：小手川信貴

●新たな担い手の育成も視野に

就農希望者の実習農場として活用
技術習得後は新たな整備ほ場等へ
の入植促進

就農
希望者

Blossom
長目農場

実習

受入 新たな
整備ほ場等

入植

自立

R6
農業用ドローン
操縦免許取得済
＠NTT東日本
＠NTT e-Drone Technology

大規模園芸団地事例報告③ 津久見市 長目地区
 議題１
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大規模園芸団地整備に活用可能な支援策
 議題１

国 県 市町村 その他

農地情報カルテの
作成

大規模園芸団地整備促進事業
［農山漁村振興交付金・

最適土地利用総合対策］

まとまった未利用農地等を対象に再編整備可能
な農地について情報を整理する（①現地調査　②

意向調査　③農地情報カルテの作成）

県 定額 - - -
農用地の粗放的利用の取組を１つ以上行うこと。
事業完了後５年間以上耕作又は粗放的利用をすること。

農林水産企画課
農地計画課

水源調査・土壌
調査

大規模園芸団地整備促進事業

大規模園芸団地候補地において実施する水源調

査（電気探査、ボーリング、揚水試験）及び土壌調
査（断面調査、化学性・物理性調査、地下水位調査
等）

県 -  1/2  1/2 - -
農林水産企画課

農地計画課
園芸振興課

STEP3　マッチング検討

STEP4　担い手と農地の
　　　　　　マッチング

STEP5　担い手と地区の
　　　　　　マッチング

園芸団地化プラン
策定地区における
農地集積・集約化

大規模園芸団地用農地

確保推進交付金

大規模園芸団地の整備に向け、まとまった農用地
を農地中間管理機構に集積を行った地域に対し
て交付金を交付
【交付額】30千円/10aとし、3,000千円/地区を
上限

市町村 - 10/10 - -

［対象地域］地域計画および園芸団地化プランが定められた地域
［対象農地］園芸団地化プランに定められた用途に供する1ha以
上のまとまった農用地、当該年度において農地集積・集約化等対

策事業（国）の交付対象でないこと
［対象契約］農地中間管理機構に10年以上の利用権設定するこ
と、交付対象農地の賃料を統一すること等

農林水産企画課
水田畑地化・集落

営農課

園芸産地づくり計

画に基づいた農地
集積・集約化

大規模園芸農地確保推進交付金

園芸産地の拡大に向け、まとまった優良農地を速
やかに確保するため、農用地の地権者及び現耕作
者に対して交付金を交付
【交付額】
　　　地権者向け　30千円/10a

　　　現耕作者向け　100千円/10a

市町村 -  1/2  1/2 -

【対象農用地】

　・地域計画に位置づけ（見込みも可）
　・大規模園芸農地確保計画があること
　・園芸産地づくり計画に定められた品目で、概ね露地品目１
0ha以上、施設品目3ha以上の作付けを行う計画がある経営体
に貸し付けられること（販売収入5,000万円以上も可）

【対象契約】
　・10年以上の存続期間を有するもの等

水田畑地化・集落
営農課

畑地帯総合整備事業
［水利施設等保全高度化事業］

［農地中間管理機構関連
農地整備事業］

［農地耕作条件改善事業］
［畑作等促進整備事業］

【ハード事業】区画整理､暗渠排水､用排水施設､農

道ほか
【ソフト事業】湧水処理、不陸均平、果樹棚設置、ハ
ウス、機械リースほか

県
50%～
6２.5%

27.5% 10%
0%～

12.5%

【受益面積】一定要件を満たせば2ha以上から実施可能
【受益者】2者以上
【その他】事業完了時の畑地化率と完了後5年以内の畑地化目標
率を設定　ほか

※農地集積率や高収益作物への転換割合等に応じて地元負担の
軽減策がある

農地計画課
農地・農村整備課

園芸振興課

農業体質強化基盤整備促進事業
［農地耕作条件改善事業］

［畑作等促進整備事業］

【ハード事業】区画拡大(整理)､暗渠排水､土層改
良､用排水施設､農作業道、営農環境整備支援ほ
か
【ソフト事業】果樹棚設置､ハウス、機械リースほか

市町村等
50%～
67.5%

14%～
15%

13%～
22.5%

0%～
23%

【総事業費】ハード事業200万円以上
【受益者】2者以上
【その他】農地中間管理機構との連携や地域計画を策定した地域
内での実施　ほか
※水活交付金の交付対象水田からの除外や高収益作物への転換
割合等に応じて地元負担の軽減策がある

農地計画課
農地・農村整備課

園芸振興課

STEP6　地権者・現耕作者
　　　　　　合意形成

畑の整備STEP7　基盤整備

事業内容

STEP2　農地情報整理

補助率・負担区分

事業要件 担当課室
事業名

［国事業名］
事業主体取組 支援策

園芸団地化プラン
の策定等に係る取

組の支援
大規模園芸団地整備促進事業

市町農業成長産業化推進本部における大規模園
芸団地の形成に向けた園芸団地化プランの作成
等に対する活動を支援（報償費、旅費、需用費、使

用料及び賃借料、役務費、推進費）

園芸団地化プランの作成及び具現化に係る取組であること 農林水産企画課市町村等 -  1/2  1/2 -
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国 県 市町村 その他

水田畑地化推進基盤整備事業
［農業競争力強化農地整備事業］

［農地中間管理機構関連
農地整備事業］

［水利施設等保全高度化事業］

［農地耕作条件改善事業］
［畑作等促進整備事業］

【ハード事業】区画整理､暗渠排水､用排水施設､農
道ほか
【ソフト事業】湧水処理、不陸均平、果樹棚設置、ハ
ウス、機械リースほか

県
50%～
62.5%

27.5%
～

29%

10%～
11％

0%～
12.5%

【受益面積】一定要件を満たせば2ha以上から実施可能
【受益者】2者以上
【その他】事業完了時の畑地化率と完了後5年以内の畑地化目標
率を設定　ほか
※農地集積率や高収益作物への転換割合等に応じて地元負担の
軽減策がある

農地計画課
農地・農村整備課

園芸振興課

農業体質強化基盤整備促進事業
［農地耕作条件改善事業］
［畑作等促進整備事業］

【ハード事業】区画拡大(整理)､暗渠排水､土層改
良､用排水施設､農作業道、営農環境整備支援ほ
か
【ソフト事業】果樹棚設置､ハウス、機械リースほか

市町村等
50%～
67.5%

14%～
15%

13%～
22.5%

0%～
23%

【総事業費】ハード事業200万円以上
【受益者】2者以上
【その他】農地中間管理機構との連携や地域計画を策定した地域
内での実施　ほか
※水活交付金の交付対象水田からの除外や高収益作物への転換

割合等に応じて地元負担の軽減策がある

農地計画課
農地・農村整備課

園芸振興課

国庫

活用型

1/2
1/10 1/10 3/10等

-

県単

活用型

1/4
1/4

1/2
等

国庫

活用型

1/2
1/12 - 5/12等

-

県単

活用型

1/5
-

4/5

等

国庫

活用型

1/2
1/8 1/８

１/４
等

-

県単

活用型

1/3
１/3

1/3
等

果樹の新植 ［果樹経営支援対策事業］

優良品目・品種への新植

かんきつ類　21万円/10a
かんきつ類以外の主要果樹　15万円/10a
上記に追加で果樹未収益期間支援事業　２２万円
/10a

認定農業者等 定額
概ね2a以上。地域産地協議会が作成する産地計画のなかで、振
興品目、担い手として位置づけられる必要あり。担い手は地域計
画にも位置づけ必要

簡易ほ場
パッケージ整備

おおいた園芸産地づくり
支援事業

（園芸基幹品目）

基盤整備に先行して、一部ほ場において行う簡易
ほ場整備等を支援（土壌調査、簡易基盤整備、獣
害柵、果樹棚、潅水（水源除く））

新規参入企業 - 1/3 1/3 1/3
新規参入企業が、公共事業による園地整備を計画しており、先行
して2ha未満の簡易ほ場整備を行う場合

園芸品目の
導入実証等

マーケットニーズに即した園芸産地を育成するた
め、市町村等による園芸産地づくり計画の策定及
び推進に関する取組に対して支援

市町村等 - １/2 1/2 -
園芸産地づくり計画の着実な実行に向けた取組や、新規園芸産
地づくり計画の策定・推進に向けた取組であること　　等

土層改良(営農排

水対策、緑肥利用
推進）

排水対策や緑肥作付けによる園芸品目の生産安
定に対して支援
【営農排水対策】　簡易排水対策　20千円/10a
　　　　　　　　　　 　集水升 　　　　　50千円/カ所
　　　　　　　　　　 　均平　　 　　　　 25千円/10a
【緑肥推進対策】　緑肥　　　　　　  10千円/10a

認定農業者等 - 定額 - - 緑肥作物を概ね10a以上作付けすること　等

園芸産地づくり計画策定・
推進事業

園芸振興課

市町村等

市町村等

産地拡大推進品目対策：市町が定めた「園芸産地づくり計画」に
位置付けられた品目で、生産者と農協等が一体となり市町ととも
に産地拡大を図る園芸品目であること

地域担い手支援品目対策：意欲ある生産者が戦略的な生産拡大

に取り組む園芸品目であること

市場や企業等からニーズが高く多様な経営体の参入・拡大が県
域で見込まれる園芸１５品目のうち、一定以上の拡大かつ売上
1,500万円以上が見込まれる品目であること

おおいた園芸産地づくり
支援事業

園芸基幹品目産地づくり
加速化事業

大分県の顔となる園芸品目を育成し、生産拡大を
図るため、市町の「園芸産地づくり計画」に基づ
き、認定農業者等が行う栽培施設の整備等を支援

マーケットニーズが高く、企業等からの参入希望

が増えている園芸基幹品目の産地拡大を加速さ
せるため、認定農業者等が行う栽培施設の整備等
を支援

ハード整備等

水田の整備STEP7　基盤整備

STEP8　機械・施設・新植

　　　　　　支援等

補助率・負担区分

事業要件 担当課取組 支援策
事業名

［国事業名］
事業内容 事業主体

大規模園芸団地整備に活用可能な支援策
 議題１
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国 県 市町村 その他

機械導入
（※食品企業連携）

食品企業連携産地拡大推進事業

【対象品目】
食品企業等と契約栽培する加工・業務用農産物

【事業内容】
加工・業務用原料の供給力強化に必要な農業機械
（トラクター、収獲機、農業用ドローン）、搬出用機
械（ホイールローダー、鉄コンテナ）など

①、②認定農業
者、農地所有適
格法人、集落営
農法人、生産者
組織　等

③地域農業経営
サポート機構、
JA、全農　等（た
だし、機械レンタ
ル用の導入は、
JA、全農のみ）

-
①1/4
②1/3
③1/3

①1/4
②1/3
③ －

①1/2
②1/3
③2/3

（共通）
・食品企業と協定の締結（３年以上）
・園芸産地づくり計画または加工・業務用産地育成計画に基づい
た取組であること

①　販売額1,000万円以上の増加または10ha以上の拡大（３年
後の計画）
　ただし、以下の10品目については記載のとおり
　じゃがいも、たまねぎ、にんにく、かんしょ、かぼちゃ
　→販売額概ね500万円以上
　　　または概ね3ha以上の面積拡大
　人参、里いも、小松菜、ほうれん草、枝豆
　→販売額概ね700万円以上
　　　または概ね5ha以上の面積拡大
②　①のうち
　たまねぎで、販売額概ね1,000万円以上の増加または概ね
3ha以上の拡大
　キャベツで、販売額概ね2,000万円以上の増加または概ね
20ha以上の拡大
③　10ha以上の拡大、ただし導入した農業機械等を利用し認定
農業者等の作業受託または認定農業者等へのレンタルと行うこ
と

企業参入・支援室

スマート機器
導入支援

スマート農林水産業普及高度化
支援事業

[第２世代交付金]

下記スマート機器の導入を支援
　①自動操舵システム・直進アシストシステム
　②自動除草ロボット
　③統合環境制御装置

認定農業者等 - 1/3 1/6 1/2

スマート機器の導入により作業の効率化や高度化が図られるこ
と。
受益面積
　①概ね1ha以上
　②概ね30a以上
　③概ね10a以上
上限事業費
　3,000千円/1事業実施主体

地域農業振興課

機械導入
施設改修

（※参入企業）
企業等農業参入推進事業

企業の農業参入を推進するため、他の補助事業で
実施困難な車両やトラクターの導入に要する経費
の補助および機械庫、集出荷施設等として利用す
るための施設改修に要する経費の補助を実施。

参入企業 - 1/3 1/6 1/2

【取組要件】
機械導入：目標売上高１億円以上
施設改修：目標売上高５千万円以上
【取組主体】
参入企業（認定農業者）

企業参入・支援室

STEP9　営農開始

機械レンタル、
土壌分析、

生産経費支援等
（※食品企業連携）

食品企業連携産地拡大推進事業

【対象品目】
食品企業等と契約栽培する加工・業務用農産物

【事業内容】
・機械のレンタル費用、デモ機等の運搬費用
・作柄安定に必要な経費（土壌分析、ｐH矯正、土
壌消毒　等）
・生産経費（種苗費、肥料費、農薬費　等）

認定農業者、農
地所有適格法
人、集落営農法
人、生産者組織　
等

- 1/2 - 1/2

・園芸産地づくり計画または加工・業務用産地育成計画に基づい
た取組であること
・契約初年度の栽培面積が0.3ha以上であること
・食品企業と契約締結及び３年後3ha以上の拡大計画の策定

企業参入・支援室

STEP8　機械・施設・新植
　　　　　　支援等

補助率・負担区分

事業要件 担当課取組 支援策
事業名

［国事業名］
事業内容 事業主体

大規模園芸団地整備に活用可能な支援策
 議題１

25



議題２） 中山間地域の農業・農村振興について
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 議題２
中山間地域の農業・農村振興の今後の取組

【経緯】
〇2月の第１回本部会議で「地域農業の持続的発展に向けた取組」を議論

→引き続き事務局会議で議論することとした

〇４〜５月に各市町推進本部から、地域農業の現状・課題や取組事例等について意見集約
→地域に応じて多様な課題や対応策があり、多様な主体が参画する取組が重要
→事務局会議（5/30）にて県本部会議議題「中山間地域の農業・農村振興について」を提案

【今後の取組】
〇中山間地域の農業・農村振興の課題と具体的な取組例を整理
〇先進事例の共有
〇大分県中山間地域農業・農村活性化指針の策定について提案

〇事務局会議で議論し、大分県中山間地域農業・農村活性化指針を令和8年3月末に策定
〇県推進本部で、各市町が共通して抱えている課題や優先度が高い課題に関して、

多角的な課題解決手法を情報収集し共有

〇市町推進本部では、地域の実情に応じて、有効と思われる手法を選択し、横展開

本日の議題
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 議題２
中山間地域における農業・農村振興に対する課題の整理

【整理の考え方】

・市町から出た課題を３つ（担い手、農地、農村環境）に分類

・課題に対応した具体的な取組を例示

分類 課題 市町 具体的な取組例

認定農業者、新規就農者、参入企業の育成・確保（規模拡大、経営力強化）

優良農地の集積・集約化

地域特性にあった園芸品目の導入

国東、杵築、竹田、豊後大野 リーダー・オペレーターの人材育成

竹田、玖珠 園芸品目導入やブランド米等による経営の安定化

杵築、佐伯、竹田、宇佐 法人間の連携・統合や事業継承、機械共同利用等による経営拡大・効率化

津久見、豊後大野、宇佐 労働力の補完や組織の継続に必要な若手の参加

③多様な人材の活用 津久見、由布、竹田 外国人材の確保や農福連携の推進等

農業支援サービス事業体の活用（公社、サポート機構、人材派遣など）

スマート農業（機械・技術）の活用

豊後大野、豊後高田 地域の話し合いによるまとまった農地の集積・集約化

　（地域計画見直し、集落ごと集積、中山間地域等直払制度事務一元化による農地管理）

大規模園芸団地の計画的な整備につながる基盤整備の実施

佐伯 地域ぐるみで取り組む有機産地づくり

残す農地の優先順位付け（農地のトリアージ、地域計画等）

国東、日出、由布、佐伯、豊後大野 粗放的管理で収益化(放牧、花木、市民農園等）

日出 粗放的管理で保全(景観作物、鳥獣害緩衝帯等）、林地化

中津 地域の活動拠点となる直売所の育成（兼業農家、高齢者、女性の活躍の場）

杵築、由布、竹田、中津 地域で支えあう農村RMOモデルの育成（農地保全、地域資源活用、生活支援）

杵築 ジビエ等の利活用に向けた処理加工施設や販路拡大

津久見 6次産業化（加工・直売、カフェ、レストラン、観光農園等）、市民農園

由布、豊後大野、九重 耕畜連携（飼料稲、WCS、堆肥）

竹田、九重、中津 日本型直接支払交付金の活用による農地保全・営農活動の継続

国東、杵築 鳥獣害対策（集落ぐるみの対策、ハンター育成等）

国東、杵築、由布、竹田 農村RMO、都市住民、企業（CSR）、NPO等、地域内外の人材との連携

⑩防災・減災対策の実施 インフラ整備（ため池改修、田んぼダム等）

⑪保全管理の実施 ため池、水路、農道等の保全管理

担
い
手

農
地

農
村
環
境

①中核的経営体の育成・確保 全域

②集落営農法人・組織の育成

④担い手を支える
補完システムの構築

国東、杵築、大分、由布、竹田、
豊後大野、由布、中津

⑤担い手への農地集積・集約
優良農地化の推進

⑥条件不利農地の保全・活用

⑦地域住民の共同活動の
育成・支援

⑧多様な地域資源の収益化

⑨環境の維持・保全
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 議題２
（参考）地域計画の策定状況 令和7年3月末時点

別府市 198 22 176

杵築市 6,679 322 6,357

国東市 367 218 149

日出町 425 124 301

大分市 669 253 416

臼杵市 4,443 358 4,085

津久見市 81 46 35

由布市 1,846 255 1,591

佐伯市 525 170 355

竹田市 1,659 596 1,063

豊後大野市 4,230 359 3,871

日田市 2,459 712 1,747

九重町 702 169 533

玖珠町 433 403 30

中津市 472 311 161

豊後高田市 1,580 473 1,107

宇佐市 700 700 0

合計 27,468 5,491 21,977

計画に位置付け
られた

農業を担う者
市町

認定農業者
認定新規就農

者
集落営農

基本構想水準
達成者等

左記以外の
農業を担う者数

≒中小規模、兼
業農家

現況
③

10年後
④

10年後の
拡大面積
④－③

現況
⑤

10年後
⑥

10年後の
拡大面積
⑥－⑤

別府市 6 231 205 145 150 6 3 4 1 33.3%

杵築市 13 4,244 4,244 4,195 4,217 22 0 0 0 0.6%

国東市 70 2,132 2,132 1,340 1,347 7 0 0 0 36.8%

日出町 22 1,284 934 525 457 △ 68 0 0 0 64.4%

大分市 29 2,729 2,729 1,093 1,565 473 0 0 0 42.6%

臼杵市 13 1,951 1,929 1,693 1,693 0 0 0 0 13.2%

津久見市 9 105 105 44 52 9 0 0 0 50.0%

由布市 95 2,284 2,284 1,865 2,070 206 0 0 0 9.4%

佐伯市 24 1,813 1,647 696 754 58 0 0 0 58.4%

竹田市 17 8,621 7,410 4,738 5,252 514 182 192 10 36.9%

豊後大野市 1 7,127 5,111 3,963 3,964 1 10 10 0 44.2%

日田市 16 3,908 2,429 2,118 2,154 35 0 0 0 44.9%

九重町 47 1,294 1,294 636 636 0 0 0 0 50.9%

玖珠町 13 2,294 1,821 1,026 1,081 56 201 201 0 44.1%

中津市 60 2,199 2,199 1,182 1,259 77 54 60 6 40.0%

豊後高田市 37 2,177 2,117 2,083 2,084 1 0 0 0 4.3%

宇佐市 1 7,880 5,743 3,942 3,942 0 0 0 0 50.0%

合計 473 52,273 44,334 31,284 32,677 1,393 450 467 17 36.6%

市町
地域計画
策定数

地域計画区域内
の農用地等面積

①

うち
農業振興地域の
農用地区域の

農地面積
②

農業を担う者の経営面積 農業を担う者の作業受託面積
将来の担い手

が位置付けられ
ていない農地

①地域計画に関する農用地等の状況（ｈａ） ②目標地図に位置付けられた農業を
担う者の状況

◆目標地図に位置付けられた農業を
担う者のうち中核的経営体の割合

２０％（＝5,491/27,468）

白地
80％
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 議題２
中山間地域の農業・農村振興に係る事例報告

事例１ 日田市
「杉河内地区の明るい未来を見据えて、持続的な農業を」
～集落営農法人と連携し、企業２社が参入(白ねぎ、ハーブ）～

事例２ 宇佐市
「中山間地域の３法人合併による「地域農力の未来創造」」
～経営力強化に向けて、集落営農法人３組織が合併～

事例３ 中津市
「中山間地域振興における「農業公社やまくに」の取り組み」
～中山間地域の農業サービス支援事業体として多様な取組実施～

事例４ 由布市
「未利用農地（共有地）を再生した放牧地の取組」～ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ創出とまちづくり協議会運営～

～未利用農地（共有地）を再生した放牧の取組～

事例５ 竹田市
「中山間地域等直接支払制度における協議会設立による事務省力化」
～協議会設置による中山間直接支払制度の事務一元化とネットワーク化～
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１ 地域の概要と課題

・杉河内地区は日田市の東部、玖珠町
に隣接する中山間地域。

・農地面積が小さいうえに、農道幅員
も狭く、農業用水路が老朽化。

・地域内に担い手がおらず、高齢化に
より集落全体の農業活動の低下が
課題。

２ 目指す姿

・圃場整備による大区画化の実施や、農事組合法人の設立により、農地中間管理
事業を活用した多様な担い手を地域内に受け入れ、将来にわたって集落の農地
を維持し、地域農業の振興を図る。

「杉河内地区の明るい未来を見据えて、持続的な農業を」

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告① 日田市 杉河内地区
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３ 取組主体の概要

組 織 名：農事組合法人 杉河内営農組合「慈恩」 （以下、（農)杉河内「慈恩」）
設 立 日：令和5年７月26日
構成員数：３０名
集積面積：１０.８ha（うち５.４haを参入企業が作付予定）

４ 取組の経過

・平成２８年１１月・・・地域や将来を考える気運が高まり基盤整備を検討開始
・平成30年1月・・・・任意組織 杉河内営農組合 設立
・令和元年４月・・・・・水田畑地化推進基盤整備事業開始
・令和元年～４年・・・任意組織で園芸品目（カンショ、ニンニク）の試作
・令和５年７月・・・・・（農）杉河内「慈恩」 設立
・令和５年～６年・・・個人農家・参入企業の受入を地元と関係機関で検討開始

県内外から参入企業候補２社を選定
参入条件の整理と地元との合意形成
地権者への説明会を開催し集落内の合意形成

・令和7年3月・・・・・参入企業2社と農業参入協定締結

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告① 日田市 杉河内地区
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５ 関係機関との連携（役割分担図など）

６ 取組のポイント（うまくいった要因等）

・法人化を検討する際に集落の将来についてワークショップを実施することで、
地域内に担い手を受け入れる意識醸成を図り、法人役員を中心に地権者へ
説明を行い、合意形成を行った。

・参入企業の現地説明会を開催する他、法人役員との顔合わせを実施し、参入
企業と地元の合意形成を行った。

・（農）杉河内「慈恩」が地域内の農地をすべて集積することで、柔軟な農地の利
用調整（ゾーニング）が可能となった。

・参入企業が活用する農地について土壌診断を実施し、作付け品目に応じた
排水対策・表土の確保を行い、これから圃場整備する第三工区については、参
入企業と地元双方の意向を確認して整備内容を検討し、圃場整備を進める。

杉河内地区
(農)杉河内｢慈恩｣

ｷｭｳｴｲﾌｧｰﾑ㈱
㈱中村園

地権者
集積

参入

支
援

役割関係機関
(農)杉河内｢慈恩｣活
動支援
企業参入推進

農業振興課日田市

担い手探索
農地契約手続農地中間管理機構

圃場整備事業実施農林基盤部

西部振興局
(農)杉河内｢慈恩｣経
営計画作成支援
栽培技術指導

生産流通部

企業参入推進農山村振興部

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告① 日田市 杉河内地区
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７ 効果
・圃場条件が改善されたことにより、

担い手が確保され、将来にわたって
集落の農地を維持する体制が整備
された。

１）圃場条件の改善

２）新たな担い手の確保

参入企業2社確保、担い手の集積率100％達成
①キュウエイファーム株式会社（大分県玖珠町）

参入規模：1.6ha(第2工区)、品目：白ねぎ・ピーマン、作付開始：R7.4～
②株式会社 中村園（福岡県八女市）

参入規模：3.8ｈa（第3工区)、品目：ハーブ類、作付開始：R9.4～

８ 今後の展開
・令和8年度に圃場整備が完了し、令和9年から（株）中村園が作付開始予定。
・参入企業と連携し、中山間地域の営農の継続を図る。

基盤整備後基盤整備前

10.8ha14.6ha地区面積

30a8a平均区画
（株）中村園

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告① 日田市 杉河内地区

（農）杉河内慈恩
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１ 地域の概要と課題

・宇佐市安心院町の農地は、標高１００ｍの盆地を
中心に300m以上まで主に水稲作が作付

・米価格の低下と農業機械類の高騰の影響で小規模
な個人農家の経営が困窮

・平成１８年頃から「地域農地は地域で守る」ために
集落営農法人が６組織設立された

・次期担い手やオペレータの不足、組合員の高齢化
等で組織運営の先行きに不安を有する組織が生じた

（農）こがらこ生産組合、（農）荘グリーン、（農）アグリストあじむ は以前から作業受委託等で連携

２ 解決への糸口
合併（連携）による発展的創造

【地域の位置図、航空画像、他】

「中山間地域の３法人合併による「地域農力の未来創造」」

荘グリーン

ｱｸﾞﾘｽﾄあじむ

(農)こがらこ

宇佐市

①直近の経営課題の解決

②長期的な経営維持

・収益確保のための経営面積拡大
(平坦地の大規模生産者並)

・効率的な生産体制(スマート農業)の構築
・新規事業の展開（先行投資）による経営継承者

（雇用者）の確保

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告② 宇佐市 安心院町地区

35



３ 取組主体の概要

組 織 名：（農）アグリストあじむMIRAI
合 併 日：令和７年４月１日
合併した法人：(農)こがらこ生産組合 (農)荘グリーン

(農)アグリスト安心院
合併方式：吸収合併
構成員数：２１名

（理事８名（旧法人の理事総数）、オペレーター４名）
作付面積：農地面積52.57ha
作付作物：水稲28.18ha、WCS14.86ha、麦類24.08ha、大豆7.53ha、枝豆2.00ha、椎茸4万駒

４ 取組の経過
・令和６年３月～令和６年4月 … 再編検討会 ３法人のそれぞれの課題や方向性等を整理
・令和６年６月～令和６年7月 … 合併協議会 ３法人の協議の場を設置、以後定期的な協議を実施
・令和６年7月8日 … 合併準備委員会 設立
・令和６年7月～令和７年2月 … ３法人で合併後の経営内容の検討を重ねるとともに、

法手続き等について専門家に確認
・令和６年9月２５日～２６日 … 3法人役員、大分県、宇佐市による先進地視察研修

(島根県浜田市Dream Agri)
・令和７年２月１４日 … 合併契約締結 代表理事による調印
・令和7年4月３日 …  合併総会開催

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告② 宇佐市 安心院町地区
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５ 関係機関との連携（役割分担図など）

６ 取組のポイント（うまくいった要因等）

・安心院町のみで研修会を行い、各法人に問題を提起し、法人自身が課題を認識できた
・連携していた実績から互いの法人の課題を共有し易かった
・行政主体ではなく地域主体の前向きな合併となるよう、関係機関で意識統一しながら

粘り強く協議を重ねた
・県外視察研修や合併に係る専門家活用等、必要なタイミングで適切な支援を実施でき

た
・合併がこれまでの集落営農法人設立とは違い、さらなる地域の重要な生産組織となる

ように関係機関で誘導した

（農）こがらこ生産組合

（農）荘グリーン

（農）アグリストあじむ

役割関係機関

関係機関の調整・助言市

資金等の引継ぎ支援JA

合併方法やスケジュール管理・調整県

税・法務の助言・指導専門家
法人内部の調整

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告② 宇佐市 安心院町地区
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７ 効果
・３法人の強みを活かし、未来の姿が創造できる合併が実現

・合併協議を通じて法人の目標が明確となり、役員の意欲が高まった

経 営 理 念 「農地を守り、人を育て、未来に向けて成長し続ける」
経営ビジョン 〇効率的に管理された農地で楽しい農業

〇機械導入で快適に作業する農業
〇多くの世代が参画したくなる農業
〇地域住民や地権者から信頼される農業

戦 略 ・圃場管理を適切に行い、地域住民とのコミュニケーションを大事にする
・給与及び福利厚生など社会保障制度を充実させる
・先進的な農業者視察や研修会などに積極的に参加し、技術向上に努める

８ 今後の展開
・所有機械類の効率的利用や管理作業の共同化により生産コストの削減・労働力の軽減を図る
・社会保険等雇用環境の整備を行い、常時雇用者を雇用し、スマート農業を導入して面積当たり
の作業時間の短縮を図る。

・汎用コンバイン、大型乾燥機及びフレコンバッグ利用など収穫・出荷体制を整備する
・計画的に経営規模拡大と多角化を進める
（R11年に大豆を９．７haまで拡大、新規品目杉苗を２万本導入）

弱み強み経営規模（R6）法人名

立地上規模拡大が難
しい

作業委託や椎茸栽培
など長年堅実な経営

８．６ha(農)こがらこ生産組合

組合員の高齢化に伴
う労力不足

自治会との連携など
地域密着な運営

１４．３ha(農)荘グリーン

設立から浅く、運営未
熟

地域からの期待に応
え高い技術力で営農

２８．６ha(農)アグリストあじむ

新規・拡大事業経営規模（R7）法人名

・新品目杉苗を
導入
（R１１年２万本）
・大豆を9.7ha
規模拡大

52.57ha
(農)アグリスト

あじむMIRAI

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告② 宇佐市 安心院町地区
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１ 地域の概要と課題
【概要】
・中津市山国町は、標高が高い中山間地域

人口1,855人、水田面積254ha
高齢化 56.6%、林野率約９０％ （R6年10月時点）

【課題】
①田畑が狭小、作業効率が不良、収益性が低い

中山間地域でどう農地を保全していくか。
②担い手をどのように確保、育成していくか。

２ 目指す姿
①地域農業を維持・継続していくため、「地域農業経
営サポート機構」の機能を発揮し作業効率化を図る。

②主体的に担い手を確保、育成する組織づくり。
耕畜連携の中核組織として地域における資源循環
型農業を通じた、農産物のブランド化を図る。

「中山間地域振興における「農業公社やまくに」の取り組み」

公社所在地

公社オペレーター育成

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告③ 中津市 山国地区
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３ 取組主体の概要

組 織 名 ： 公益社団法人 農業公社やまくに
構成員数：17名（正職員１４名、その他嘱託職員3名）

作付面積：約２2ha、受託作業面積：約115ha（R6実績）

経営内容：水稲6.0ha、SGS13.5ha、そば1.6ha、
果樹0.5ha、 その他野菜0.4ha

４ 取組の経過

・平成15年～ 農作業受委託及び堆肥センターの管理機能を持った

「社団法人農業公社やまくに」を設立

・平成17年～ 堆肥センター稼働、運営管理開始

・平成26年～ 農地の受け皿として収益事業を行う「株式会社農業生産法人やまくに」を設立
また、農業公社やまくには、公益事業を中心に行う法人として

「公益社団法人農業公社やまくに」へ名称変更

・平成29年～ 農業公社やまくには、大分県より集落支援、担い手支援、新規就農支援を行う

「地域農業経営 サポート機構」に認定

事務所兼堆肥センター

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告③ 中津市 山国地区
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５ 関係機関との連携（役割分担図など）

６ 取組のポイント（うまくいった要因等）

・県立農大卒業生を雇用（現在４名在職）し、地域農業の担い手の育成
・サポート機構専門員が常駐し、作業受託と農地利用に係る相談を受け、担い手へマッチング

受け手のない農地は、（株）農業生産法人が耕作
・中山間直接支払制度において、集落協定の維持が困難となった地域に対し、

農地管理作業や事務作業を受託
・梨学校を運営し、若手育成や梨園再生に取組
・地元の生産者と完熟堆肥を使用したブランド米「やまくに誉生産組合」を立ち上げ販売

（公社）
農業公社
やまくに

（株)農業生産法人
やまくに

農家・地主

相談・作業依頼

中津市

指定管理
・補助 労賃・使用料

農地斡旋・職員出向
機械貸与

農地貸付
小作料

職員
出向

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告③ 中津市 山国地区
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７ 効果

・農機具を所有していない農家やオペレーターが
いない集落でも、公社の作業受託支援があること
で営農継続できる。

・（株）農業生産法人が、直接耕作を担うこともあり、
その存在が、地域農家の安心感を生んでいる。

・中山間直接支払制度において、協定数や面積の維持。
・梨学校に入校した２名は現在、山国町の梨団地で就農。

後継者のいない園地を公社が借りて、梨の試験ほ場
として活用。

・ブランド米「やまくに誉」の販売を通じて、
農家の所得向上に貢献。

８ 今後の展開

・地域農業経営サポート機構の広域展開を進め、担い手不在地域を支援。

・北部振興局や中津市と連携し、梨学校の生徒を募集し、担い手を確保・育成。

・ブランド米の安定供給ができる体制づくり。

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告③ 中津市 山国地区
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１ 地域の概要と課題

・庄内町阿蘇野地域は、高標高地という地形を生かした、
放牧を行う畜産農家が多い地域であったが、担い手不足
/高齢化等を理由として、年々採草放牧地を利用する農家
が減少している状況にあり、農地（採草放牧地）の有効活
用が課題となっていた。

・また、地域活性化を推進するために、市は「地域協議会」
設立を推進しているが、設立後の取組についても、実施
内容/実施者の確保が課題であった。

２ 目指す姿
・地域の農地を将来にわたって維持管理する安定的な担い手の確保・育成
・地域資源である農地を活用して、収益を生む農業（放牧）の実現

・学生のビジネスモデルとなるような事業実施

【地域の位置図、航空画像、他】

「未利用農地（共有地）を再生した放牧地の取組」
～ビジネスモデル創出とまちづくり協議会運営～

由布市庄内町
阿蘇野地域

← 山間部（傾斜地）に点在
する放牧地

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告④ 由布市 庄内町阿蘇野地区
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３ 取組主体の概要

組 織 名：（株）Local Future Planning 
設 立 日：令和4年12月1日
代 表 者：ヴァファダリ エラへ
構成員数：法人役員２名 従業員１名
集積面積：放牧地面積10ha
経営内容：肉用牛（放牧） R6年度末時点 5頭

４ 取組の経過
・令和元年度・・・・・・阿蘇野の活性化を目的とした将来ビジョンの計画作成開始

● 「阿蘇野」の未利用牧野の放牧事業構想を樹立
・令和３年度・・・・・・「阿蘇野まちづくり協議会（準備会）」に対して構想の説明
・令和４年度・・・・・・放牧事業の実現に向けた関係支援機関/牧野組合等と調整

〃 ４月・・「阿蘇野・直山まちづくり協議会」設立
〃 １２月・・農業法人 株式会社Local Future Planning(以下、(株)LFP) 設立

・令和５年度・・・・・・雇用予定者の肉用牛飼養管理技術の習得
農地中間管理機構を介した農地の賃貸借
国）公募型補助事業の活用調整
放牧予定地の環境整備等/簡易牛舎の整備/雌子牛(3 頭)を放牧地へ入牧

・令和６年度・・・・・・放牧地拡大に向けた調整/冬季用飼料の生産など

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告④ 由布市 庄内町阿蘇野地区
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５ 関係機関との連携（役割分担図など）

６ 取組のポイント（うまくいった要因等）
・事業を開始するまでに、相当の期間を利用し（コロナ禍でもあったが）、地域の方に対して、取組の
構想（単なる放牧事業が目的ではなく、地域内生産とのつながり（飼料確保）や、学生等による地域
活性化に向けた提案（地域の実情を把握するため、実際の作業を通じて学習する等⇒拠点として
廃校となった小学校を利用等）を理解してもらったこと。

・事業着手とほぼ同時期に設立された「地域協議会」との連携により、活動連携が図られている。
・未利用地活用にあたっては、地元住民（放牧経験者等）から情報を入手したうえで取組計画を調整・
策定し、同意を求めた。とりわけ共有地ということで不在地主対応等については、地元住民から情
報を頂き、中間管理事業にて整理を行なうことで対応した。

関係支援機関の役割について
備考主となる支援機関支援内容

※主）まち協担
当：庄内地域振興
課

由布市（※）
中部振興局地域創生部

地域活性化プロジェクト
に関する支援

由布市農政課
由布市畜産センター
中部振興局農村漁村振興
部

農業施策面での各種支援
(補助事業、農業制度資
金など)

由布市農政課
(由布市農業員会)
県農業農村振興公社

放牧地等の農地確保に関
する支援

中部振興局生産流通部放牧事業に関する経営ビ
ジョン策定の支援

JAおおいた中部営農経
済センター

牛の導入・登記(登録)に
関する支援

JAおおいた中部営農経
済センター
由布市畜産センター
大分家畜保健衛生所
中部振興局生産流通部

牛の飼養に伴う各種技術
支援

地元
まち協

牧野組合

県
地域創生/畜

産

市
農政畜産
地域振興

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告④ 由布市 庄内町阿蘇野地区
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７ 効果
・元来、採草放牧地であったが、今回の事業により放牧地として再生した。それに伴い、近隣の管理組
合（未利用放牧地）からも、「利用して欲しい等」の声があがっている。

・地域にとっても、学生が頻繁に研修・作業に訪れることもあり、地域イベント等の運営にも協力を得
ることが出来ている。

８ 今後の展開
・経営目標「繁殖雌牛20 頭規模」に向けて、更なる施設の整備を実施中
・従業員（作業員）の補充（地域に居住する方）が課題
・高標高地であるため、放牧による牛の成育等への影響

↑整備前の放牧地

↓令和５年度（R6/3月）雌子牛(３頭）入牧

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告④ 由布市 庄内町阿蘇野地区
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１ 地域の概要と課題
当地域は、稲作や畜産（繁殖牛）、施設花き、

施設野菜の栽培が盛ん

〇直入地域
・集落協定数：21
・面積：450ha（田）、16ha（草地）
・交付金額 7,747万円

〇久住地域
・集落協定数：63
・面積：963ha（田）、283ha（草地）、

272ha（採草放牧地）
・交付金額 15,613万円

２ 目指す姿
・事務負担が軽減され、集落協定の締結が進む
・協議会を通して情報交換、情報共有が進み、各

協定の活動が活発化し、協定間の連携が図られる

「中山間地域等直接支払制度における協議会設立による事務省力化 」

圃場の様子（直入地域）

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告⑤ 竹田市 直入・久住地区
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３ 取組主体の概要
組織名：直入町中山間地域等直接支払推進協議会
設立月：H12.7
協定数：21協定（旧直入町内の全協定が参加）
負担金：各協定が共同取組活動費から4.1％を拠出(R6)
雇用者：事務職員１名

組織名：久住町中山間地域等直接支払推進協議会
設立月：H18.4
協定数：63協定（旧久住町内の全協定が参加）
負担金：各協定が共同取組活動費から2.35％を拠出(R6)
雇用数：事務職員１名

４ 取組の経過
・集落で、提出書類作成などの頻繁・煩雑な事務作業を引き受ける人がいないため、
協定の締結（中山間直払制度への取り組み）を見合わせる動きが見られた

・各集落や農家の自主性や主体性を重視することを基本に、全協定に参加を呼びかけ
・市の担当職員と専任事務職員が密に連絡を取り、書類の作成に関する指導や助言を

行い、現地確認にも同行

直入地域協議会総会の様子

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告⑤ 竹田市 直入・久住地区
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５ 関係機関との連携（役割分担図など）

〇事務職員は、協定から依頼のある
以下のような業務を支援

・対象農用地、面積、耕作管理者、
農振農用地などの確認、整理

・事業計画書、交付申請書、
実績報告書、収支報告書など
各種書類の作成支援

・集落協定マップの整理・修正
・各種データの整理、税務関係書類の作成支援
・総会資料や個人配分明細等の作成支援

６ 取組のポイント（うまくいった要因等）

・各協定が負担金を拠出しているため、協議会の運営に主体的に関わる

・集落協定間の情報交換が行われるようになった

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告⑤ 竹田市 直入・久住地区
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７ 効果
・集落協定の事務負担を軽減したことで、減少傾向に歯止めがかかっている

・新たな取り組みとして複数協定が連携して、鳥獣被害防止対策に取り組む
⇒地元の猟友会に助成金を支出（5,000円/頭）

※拠出金とは別に0.5％を上限に各協定が負担

８ 今後の展開
・協議会のない竹田地域、荻地域でも協議会の設立を推進（今年度設立予定）
・地域計画の範囲（旧小学校区単位）で広域協定の締結を推進

5期4期3期2期1期協議会

2120222331直入

6364646456久住

7876787665竹田

2222201617荻

184182184179169計

 議題２
中山間地域の農業・農村振興事例報告⑤ 竹田市 直入・久住地区
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 議題２
「大分県中山間地域農業・農村活性化指針（仮称）」策定のスケジュール

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下

ん
つ
い
て

※
取
組
事
例
集
の
作
成
に
つ
い
て

１２月 １月 ２月 3月７月 ８月 ９月 １０月 １１月

【取組事例集作成のスケジュール】
８月上旬まで：各市町から取組事例候補（タイトル、事業主体）を２つ以上推薦
９月下旬まで：県が取組事例候補一覧を作成し、事務局会議にて掲載する事例を検討
11月中旬まで：別紙調書様式（案）に沿って事例集（案）作成
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針
（
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）
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）
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活
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案
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る
意
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補
（
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）
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その他
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大分県農業成長産業化推進本部の今後のスケジュール

上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下
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資
料
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大分県中山間地域
農業・農村活性化指針

（仮称）

［次期議題検討］
（例示）耕畜連携（自給飼

料対策）等

大規模園芸団地１０+（テン
プラス）プロジェクト

【
事
務
局
会
議
】

 その他
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［巻末資料］

［目 次］

・粗放的管理手法の種類と概要
・担い手と農地の県域・広域マッチングの運用

・農業支援サービス事業体リストの共有

・市町農業成長産業化推進本部の取組
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［情報共有］粗放的管理手法の種類と概要

〇粗放的管理とは、集約的管理と比べて労力やコストがかからない農業利用、または、農業生産の再開が容易な土地として管理すること
手法 メリット デメリット（注意点） 適用条件等

放牧

・草刈りの労力を削減し、景観を保つ
・獣害が抑制される
・飼料生産や給与が省力化、低コストで規模拡大が可能
 (1620ｈ/母牛20頭規模/年）
・和牛は傾斜でも放牧可能

・広大な面積の集積、使用する土地や水に対する近隣住民の理解が必要
・電柵の設置・維持管理、脱柵のリスク管理
・毎日の巡回観察やふすま等飼料の給与、吸血昆虫対策等、家畜の
 管理が必要
・野草→草地への管理が必要

・２〜３頭/１ha程度（植生による）
・水（飲み場）が必要
・整備費用目安（最低限）
 25〜30万円／ha(電柵、スタン
 チョン）

花木
・栽培に手間がかからない（200〜300h/年 程度）
・景観の維持・向上

・耐寒性や耐暑性等、地域にあった品目選定が必要
・株養成に２〜５年かかる

・導入費用目安
 20〜35万円／10a（植付費のみ、
 防護柵は別途）

果樹
（栗）

・栽培に手間がかからない（720h/ha/年程度）
・景観の維持・向上

・収穫まで５年程度かかる
・圃場は排水性が必要
・定植前から鳥獣害対策が必要
・収穫時期は集中的に労力が必要（280h/9月)

・４０本/１０a程度
・導入費用目安
 10万円／10a（植付費のみ、防護柵
 は別途）

市民農園
・地域外の人との交流拠点になる
・関係人口の増加

・借りる人確保のためPRが必要
・管理施設、農具、指導員などの整備
・開設に特定農地貸付等、法手続きが必要

景観作物

・景観の維持・向上
・関係人口の増加
・副収入が得られる可能性
・蜜源としても活用可能

・地域にあった品目選定が必要
・畦畔、斜面等も利用可能
・導入費用目安
 1〜3万円／10a（種子代）

緑肥
・土壌保全効果が高い
・景観の維持・向上
・病害虫抑制効果もありうる

・作物の選定・播種・すき込みなどの作業が必要
・管理を怠ると雑草化

・畦畔、斜面等も利用可能
・導入費用目安
 1〜3万円／10a（種子代）

鳥獣害緩衝帯
・鳥獣害の抑制
・景観の維持・向上

・定期的な草刈りが必要

ビオトープ
・生態系の保全
・生物多様性の促進
・関係人口の増加

・生物の習性にあわせて設置する必要がある
・保全管理が必要

そ
の
他

林地化 ・省力的管理 ・定期的な下草刈りが必要 ・維持が極めて困難な農地

収
益
型

保
全
型
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様式の統一や窓口の明確化、情報共有ルールの設定・運用により広域マッチングを促進

［農地］［担い手］ 市内
マッチング

A市

町内
マッチング

B町

…

県

条件が合えばどこ
でも参入したい！

農地はあるが地区内に
担い手がいない、町外
からでもよいのだが、、

どこの市町にマッチ
する農地があるの
かわからない、、

［参入希望者］［農地］［担い手］

隣のB町で規
模拡大した
い！

B町のことは分か
らない、どこにつ
なぐとよいか、、

各市町推進本部

県推進本部

［経由］県振興局
※局管内案件の対応

〇県域、市町外での
拡大希望

〇市町外からでも参
入可能なまとまっ
た農地

〇県域、広域で
の拡大希望
を調整

【体制と情報の流れ】 【様式の統一と情報共有のルール化・運用】

①担い手規模拡大意向リスト
・規模拡大の意向アンケート様式及びリストの様式を統一

※既存情報…R6担い手規模拡大意向調査

・市町推進本部のリスト整備の窓口設定
・市町をまたぐ規模拡大意向について市町推進本部から県推進本部へ情報提供
・県推進本部から市町推進本部に他市町からの入り作希望リストを提供、市町推進
本部において営農開始をフォロー
(必要に応じて市町推進本部でルールを設定)

②農地情報リスト
・まとまった農地について統一様式でリスト化
※既存情報…R6農地情報カルテ

・市町推進本部のリスト整備の窓口設定
・市町外の担い手へ貸出可能なまとまった農地を市町推進本部から県推進本部へ
情報提供

・参入、拡大希望情報に応じて農地リスト提供元市町へ担い手情報を提供、市町推進
本部において営農開始をフォロー
(必要に応じて市町推進本部でルールを設定)

未利用
農地

［情報共有］担い手と農地の県域・広域マッチングの運用
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［情報共有］農業支援サービス事業体リストの共有

事業者名 市町村
所在地
住所

サービス内容
水
田
作

畑
作

果
樹

露
地
野
菜

施
設
園
芸

茶
花
き

畜
産

そ
の
他

対象地域 電話番号
企業ホームページ
（問合せフォーム）

1 大分市地域農業経営サポート協議会 大分市
大分市花園３丁目2番10号（ＪＡお
おいた中部営農経済センター内）

ドローンによる農薬散布
農機レンタル
農作業受託

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 大分市内
090-2851-1662

※業務専用機
https://oita-agsp.net/

2 公益社団法人　農業公社やまくに 中津市 中津市山国町守実130
農作業受託全般（水田作）
ドローンによる農薬散布（水田作）
堆肥の製造・散布

○ ○ ○ ○ ○ 中津市内 0979-27-3707 https://yamakunikosya.com

3 公益財団法人　さいき農林公社 佐伯市 佐伯市宇目大字千束1060番地 ドローンによる農薬散布 〇 佐伯市内 0972-25-4007 －

4 公益社団法人　臼杵市環境保全型農林振興公社 臼杵市 臼杵市野津町原３３３ 有機堆肥の運搬、散布 ○ ○ 臼杵市内 0974-32-7988 －

5 公益社団法人　杵築市地域活性化センター 杵築市 杵築市山香町内河野4085-1

水稲の播種、植付け、収穫
土壌改良資材散布
無人ヘリによる防除作業
野菜、花きの育苗

〇 〇 〇 〇 〇 杵築市内 0977-75-1033
http://kitsuki-
kassei.com/

6 公益社団法人　豊後大野市農林業振興公社 豊後大野市 豊後大野市大野町宮迫１９６７ 農作業受託全般 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 豊後大野市内 0974-34-4744
https://bungo-ono-
kousya.jp/

7 株式会社　ゆふ農業サポート 由布市 由布市庄内町畑田300番地の3 ドローンによる農薬散布、肥料、播種 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 由布市内 097-547-7361

https://www.city.yufu.o
ita.jp/kurashi/nouseino
ugyouiinnkai/nouseinou
gyouiinnkai_cate1/nouri
ngyou-supportbank

8 公益社団法人　国東市農業公社 国東市 国東市国東町大恩寺322-1

無人ヘリによる農薬散布
肥料散布
普通作の播種、植付け、収穫
農作物の刈り取り
農作業受託

〇 〇 〇 国東市内 0978-74-0007
https://kunisaki-
apc.or.jp/

9 株式会社　菜果野アグリ 大分市 大分市古国府六丁目4番1号 労働力支援（農作業受託） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 県内 097-545-1811
https://pmmm59ze.jbpl
t.jp/

10 合同会社　ひらく 大分市 大分市王子北町１―２９
収穫の手伝い
収穫の手伝いの人材派遣

○
大分市内
（優先）

097-574-4949
097-578-8500

－

11 daywork 大分市 大分市花園三丁目２番１０号 人材供給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 県内 097-544-1136
https://jaoita.or.jp/jaoi
ta_daywork

12 ＮＰＯ法人　福和会 豊後大野市 豊後大野市千歳町新殿３１４―１１ 収穫の手伝いと袋詰め ○ 〇 〇 豊後大野市内 0974-24-7200 －

13 株式会社　タイミー　九州支社 大分県外
福岡県福岡市中央区大名2-2-
13
ビーロット大名ビル 4階

人材供給 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 県内
https://corp.timee.co.jp
/service/

14 YUIME　株式会社 大分県外
宮崎県宮崎市橘通西3-10−32
宮崎ナナイロ東館8階

繁忙期だけでもOK！数ヶ月から通年など一次産業に
特化した労働力支援サービス

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 県内 070-6985-5043
https://www.yuime.co.jp/in
dex
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15 株式会社　オービット 大分市 大分市廻栖野３２３１ 酪農の生乳の成分分析 ○ 県内 097-586-4100
http://www.oita-
dairy.jp/ORBIT/

16 株式会社　リモート 別府市 別府市船小路町６―２　２階

親牛を温度センサーで監視し「分娩の約24時間前」
「1次破水時」「発情の兆候」を検知しメールで知らせ
る畜産農家向けシステム「モバイル牛温恵」をレンタ
ル。また、養殖業向けに水温監視システムのレンタルも
行っている。花きあるいはハウス園芸の温度監視シス
テムのレンタルも行っている。

○ ○ ○ 養殖業 県内 0977-85-8700 －

17 久住地域肉用牛ヘルパー組合 竹田市 竹田市久住町大字久住4299－1 肉用牛の飼養管理作業 〇 竹田市内 0974-76-0021 －

18
大分県農協豊肥営農経済センター　キャトルステーショ
ン

竹田市 竹田市久住町大字久住4299－1 肉用子牛の受託 〇 豊肥管内 0974-76-1010 -

19 豊後大野市肉用牛定休型ヘルパー組合 豊後大野市 豊後大野市三重町芦刈965－20 肉用牛の飼養管理作業 〇 豊後大野市内 0974-22-2153 －

20 九電ドローンサービス　株式会社 大分市 大分市金池町2丁目3番4号 ドローンによる農薬散布 ○ 県内 092-981-0808
https://www.kyuden-
drone.co.jp/

21 SHION 大分市 大分市大字上宗方５６７－５６ ドローンによる農薬散布 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 県内 090-3419-1686 https://shion-oita.com/

22 株式会社　ほうねん 大分市 大分市大字端登字下鶴1800-1
JGAP取得支援
土壌診断による施肥設計
病害虫診断

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 県内 097-596-1673

https://www.hounen-
oita.com/modules/servic
e/index.php?content_id
=1

23 有限会社　向陽電設 大分市 大分市光吉１３４８―１５
・農業用ハウスに係る全般（ボイラー修理等）
・水道配管工事

○ 県内 090-8910-8575 －

24 ciRobotics 大分市 大分市賀来北2-20-8 ドローンによる農薬散布 ○ ○ 県内 097-585-5630
https://www.cirobotics.j
p/

25 株式会社　SamiSamiラボ 中津市 中津市大貞371-13 ドローンによる農薬散布、肥料、播種 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 県内 0979-62-9924
https://www.drone-
nakatsu.com/

26 株式会社　ノーベル 日田市 日田市友田２５５４―３
・ドローンによる農薬散布
・ドローンによるリモートセンシング
・ドローン販売

○ △ △ △ △ △ 県内 0973-28-5578 https://nobel.blue/

27 株式会社　中津江村農林支援センター 日田市 日田市中津江村栃野３５５―４ 田植え、稲刈り ○ 日田市内 0973-54-3599
https://www.nakatuemu
ra-nourin.com/

28 有限会社　きらり 佐伯市 佐伯市本匠大字波寄2692番地 耕起・田植え・収穫・茶加工 〇 〇 佐伯市内 0972-56-5262 －

29 有限会社　大分エアロケアサービス 竹田市 竹田市大字倉木１６８２ ドローンによる農薬散布 〇 〇 〇 〇 竹田市内 0974-67-2769 －

30 夢アグリ（株式会社　みらい蔵） 豊後大野市
豊後大野市犬飼町大寒1700番
地

土壌・培土分析による施肥設計 〇 県内 097-578-1190 https://mirai-zou.co.jp/

31 松原林業　株式会社 豊後大野市
豊後大野市三重町赤嶺１１５１―２
１

農業機械具、チェーンソーなどの林業全般器具の販
売・リース・修理

○ ○ ○ ○ ○ ○ 林業
大分市、臼杵市、
佐伯市、竹田市、

豊後大野市
0974-22-0145 準備中

32 シセイ・アグリ　株式会社 豊後大野市 豊後大野市大野町大原５５４―２ 耕運など土壌管理 〇 豊肥・西部管内 0974-34-2114
https://www.shisei-
agri.com/
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